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1．はじめに

日本の公立小中学校に在籍する外国人児童生徒等！は年々増加しており（文部科学省

2020a)、 2019年6月から2020年3月まで開催された「外国人児童生徒等の教育の充実に関

する有識者会議｣の報告において、学校での日本語指導に外国語としての日本語を教えるた

めの一定の資格をもつ「日本語教師2」を積極的に活用する3ことが提言された（文部科学省

2020b)。しかし、中島(2010)が指摘する通り、外国人児童生徒等の言語習得と学力を向上さ

せるためには、外国人児童生徒等が在籍する学級の担任教員、中学校においては各教科の担

当教員がどのように学習支援を行うかが｢鍵」なのであり、 「母学級の担任教師が要の役割

を果たす(中島2010,p.187)」ことを踏まえた施策と指導法の開発が急務である。

日本の外国人児童生徒等教育施策は、日本人児童生徒と同一の教育を受けられるように

との目的で、日本の学校生活への適応指導と日本語教育を重視してきた歴史的経緯がある。

就学条件として定められたカリキュラムがあるわけではないが､一部の地域で外国人児童

生徒等の「日本語の習得が､授業参加、すなわち教育への権利保障の条件となっている（池

田2008,p.41)」かのような現状は権利保障の観点からも疑問が呈されている（太田2005、池

田2008､小野・宮野2020)。また、いわゆる初期指導4に多くの予算が投じられ､指導者の資

格や指導内容・期間が地域によって大きく異なる実態（小池・古川2020）は、上述した中島

の指摘からすると言語教育の理論上からも指導体制と方法の検証が必要である。

バトラー後藤(2019)は、グローバル化に伴って言語教育の対象者､政策､理論的背景が変

化してきていることを踏まえ、 「グローバル人材とは何であり、グローバル人材に必要な資

質の中にどのような形で言語能力を定義し､位置づけるかという概念の整備が､研究・実践

の双方にとって重要｣で、「この概念化を行わないかぎり、言語教育の目標設定ができない｡」

と述べている（バトラー後藤2019,p､34)。日本の外国人児童生徒等教育も、その対象者と政

策は社会的背景に応じて変化してきており（栗原2008､小池2020)、現行の言語教育施策と

理論との整合性は十分に検討されなければならない。
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例えば、ドイツでは、 「移民背景を持つ子ども・青少年の支援」という組織的研究が実施

され､英語の｢academiclanguage｣や｢academicdiscourse｣に相当するとされる｢Bildungssprache

(教養語)」のレジスターの習得が重要であるという仮説から、研究結果に基づく教育プログ

ラムの立案・実施と評価が行われている(立花2016)。一方、日本では、文部科学省が隔年で

実施している「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査」において、 「日本

語指導が必要な児童生徒」とは、 「日本語で日常会話が十分にできない児童生徒｣及び「日常

会話ができても、学年相当の学習言語が不足し、学習活動への参加に支障が生じており、日

本語指導が必要な児童生徒｣を指す(文部科学省2020a)としているが､｢学年相当の学習言語」

とは何かに関する具体的な説明や定義が示されていない。また、 『外国人児童生徒受入れの

手引改訂版』では､学年相当の｢学習言語能力」と記載され(文部科学省2019,p.4)、 「生活言

語能力」との対比で説明がなされており、日本語指導担当教師が中心となった計画的な支援

が必要になると書かれているが(文部科学省2019,p.25)、これらの用語がどのような理論的

根拠をもって示されているのか定かではない5。

「学習言語」とは何かについては、先行研究とアメリカ及び日本での事例を整理したバト

ラー後藤(2011)に詳しいが､研究者間でも統一された見解はない。しかしながら、日本では、

児童生徒の言語習得と教科学習に関する議論が不足したまま、用語だけが現場の教師にも

広く浸透している現状にある。学校教育の現場では、外国人児童生徒等に対して、 「そもそ

も教師はどのような日本語力を求めているのか(池田2012,p67)」も問われるべきであろう。

本論では、日本の公立小中学校における外国人児童生徒等の言語教育について、学校現場

でどのような理解がなされているのかを明らかにするために、教育委員会が作成または作

成に協力した「受入れの手引」に相当する資料から「生活言語能力・生活言語」と「学習言語

能力・学習言語」に関する説明を抽出して整理する。次に、カナダのカミンズが提唱した言

語能力に関する理論(CumminSl980、 2001)について述べ、H本における言語能力観の現状

と比較する。最後に、海外の先行事例から、今後、日本の学校教育で求められる指導体制と

指導方法について考察する。

2.文部科学省と自治体の｢受入れの手引｣における言語能力の捉え方

2.1 「生活言語能力・生活言語」と「学習言語能力・学習言語｣に関する捉え方の相違

文部科学省(2019) 「外国人児童生徒受入れの手引改訂版』では、 「生活言語能力と学習言

語能力」について、第3章「日本語指導担当教師の役割｣の第2節「日本語指導の基本的な考

え方｣の補足コラムとして以下のように説明されている。
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生活言語能力と学習言語能力

長年日本語指導を担当し、多くの外国人児童生徒等を観察してきた教師から「日常会話は

出来ても、授業などの学習に参加出来ない子供が多い。日常会話の力と、学習で求められる

力は違う｡」という声をよく耳にします。

この2つの能力は､一般には｢生活言語能力｣と｢学習言語能力」と呼ばれています｡前者は、

1対1の場面での日常的で具体的な会話をする口頭能力であり、後者は、教科等の学習場面

で求められる情報を入手・処理し、それを分析・考察した結果を伝えるような思考を支える

言語の力です。 「生活言語能力」については、ある程度は、普段の生活の中で自然に身に付き

ますが､教師による支援も必要です。一方、 「学習言語能力」については、生活の中で身に付

くことはあまり期待できません。日本語指導担当教師が中心となった計画的な支援が必要に

なります。

（文部科学省2019,p.25)

いくつかの自治体では、この文部科学省作成の手引を参考として、自治体独自の受入れの

手引等を作成．公開している6。これらのうち、本稿では、最近5年間(2016～2020年)に作

成または改訂された資料6点（資料A～F)を取り上げ、 「生活言語能力・生活言語」と「学

習言語能力・学習言語」に関する記述内容を検討する。本稿で用いた資料の出典は本文末尾

に記載する。

なお、これらの資料作成には、大学教員や当該地域の日本語教師等がかかわっている例も

多く、必ずしも、先述した池田(2012)の問題提起である、 「(筆者注：学級で授業を行う）教

師はどのような日本語力を求めているのか」が反映されたものではないことに注意された

い。

6つの自治体が公開している資料A～Fのうち、資料Fを除くA～Eの5つの資料に、

文部科学省と同様の「生活言語能力｣、 「学習言語能力」に関する説明がある。文部科学省と

は異なる説明を加えているのは、資料A、B、Cである。以下に該当箇所を抜粋する。

資料A

抽象的な思考が可能となるためには、年齢相応の言語能力(生活言語能力十学習言語能力）

が必要ですが、

たりします。
－

児童・生徒の状況によって、その言語能力が母語であったり、日本語であっ

(下線は筆者）
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資料B

（｢生活言語能力と学習言語能力」の他、日本語指導について以下のように説明している｡)

指導にあたっては、 「生活に必要な日本語」と共に、 「学習に必要な日本語」の力を育ててい

くことが大切です。

学習に必要となる基本的な日本語ができない帰国・外国人児童生徒等は、日本語指導の対

象となります。

（｢学習に必要な日本語｣の指導の項では、以下のように説明している｡）

特に、書く力や読む力は、教科の学習を進める上で重要になります。日本語指導に国語指

導を加味して、書く力や読む力の育成に努めることが重要です。さらに、教科の学習を理解

するための基本的な文法事項と語彙指導の徹底も大切です。 （一部抜粋､下線は筆者）

資料c

（｢学習言語能力｣の説明の箇所で以下のように説明を加えている｡）

中学生相当年齢で来日した場合、母語で学習した語彙や知識を活用し、上手く学習言語を

習得していく生徒もいます。ただし、授業に参加できるようになるには2年程度は掛かると

言われています。 (一部抜粋､下線は筆者）

資料Aでは、文部科学省資料にも記載されている「思考を支える言語の力」に力点が置か

れており、その力は、必ずしも「日本語」ではなく、児童生徒の「母語」である場合があると

説明されている。また､文部科学省資料では｢2つの能力｣と書かれていた言語能力について、

｢言語能力（生活言語能力十学習言語能力)」と記載されており、個人の言語能力の2側面を

表す概念であることが示されている。

一方、資料Bでは、教科学習の内容を理解するための「基本的な日本語」の力というもの

が想定されており、書く力や読む力の育成において「日本語指導」と「国語指導｣が別のもの

として捉えられている。

さらに、資料cでは、 「学習言語能力」の説明において、 「授業に参加できるようになるに

は2年程度は掛かる」との記述があり、具体的な習得年数が示されている。

このように、同じ「生活言語能力｣、 「学習言語能力」という用語を使いながらも、資料の

作成者によって言語能力の捉え方が大きく異なっている。また、この用語を記載しているA

～Eの5つの資料のいずれにおいても、文部科学省の資料と同様､特定の学術論文の出典や

理論的根拠の記載はない。
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2.2「生活言語能力・生活言語｣と「学習言語能力・学習言語｣の指導方法の捉え方

次に、 「生活言語能力｣、 「学習言語能力」について文部科学省の資料と同様の説明を記載

している資料D、Eと、 「生活言語｣、 「学習言語」の説明を記載している資料Aにおいて、

指導方法や教材に関してどのように記述されているのかをみていく。

資料A、D、Eでは、 「生活言語｣、 「学習言語」との表記で､以下のような説明がなされて

いる。

資料A

・頻度の高い語彙を使い日常生活をスムーズに行っているが､学習言語を含め、日本語の

語彙が不足しているために、学習内容を理解できていない場合が多く、丁寧な見取りが

必要。

.一般に「生活言語」はl～2年で習得できると言われていますが、 「学習言語」の習得は

5～7年かかると言われています。日常会話はある程度出来るようになっても、学習に

使用される言葉がなかなか理解できず､多くの児童・生徒が困難に直面しています。

例えば「くるま」 「むし」は知っていても「自動車」 「昆虫」に結び付かない児童・生徒

がいます。当然知っている、と思われる言葉を実は知らない、ということが多いのです。

（下線は筆者）

資料D

第1段階(ゼロ初級）

第2段階(生活言語）

日本の生活習慣や学校生活への適応を図るための日本語指導

学校生活を送る上で必要な日本語の力を付けさせるための日本語

指導

学習に必要な日本語指導第3段階(学習言語）

資料E

ゼロレベル

生活言語

学習言語

まったく日本語が分からない

あいさつや簡単な受け答えができる

日常会話はできるが､教科学習のための語彙が乏しい (下線は筆者）

資料A、Eでは、 「生活言語」と「学習言語」について、単語レベルの語彙の理解力を中心

として捉えている。また、資料D、Eでは、学習過程を3つの段階に分けて、 「ゼロレベル」

から｢生活言語｣のレベルを経て｢学習言語｣へという学習プロセスとして捉えていることが

読み取れる。資料D、Eのいずれも、 「学習言語｣の学習段階の指導用参考教材として､教科

の補助教材のほか､漢字や語彙のドリル教材などが提示されている。
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第1節で述べた通り、日本語指導の対象となる児童生徒について、文部科学省は「日常会

話ができても、学年相当の学習言語が不足し、学習活動への参加に支障が生じており、日本

語指導が必要な児童生徒｣と記述している(文部科学省2020a､下線は筆者)。この｢学習言語」

という用語から､単語レベルの語彙の理解力との解釈が生じ､さらに､学習の順序として､｢生

活言語｣を学んでから｢学習言語｣の学習へ、 「学習言語｣を学んでから学級での学習活動へ、

との捉え方がなされている可能性がある。

2.3「生活言語能力・生活言語」と｢学習言語能力・学習言語｣の習得年数に関する記述

資料A～Eでは、すべての資料において｢生活言語能力」と｢学習言語能力｣のそれぞれの

習得年数に関する説明が記載されている。表現の仕方は各資料で多少異なるが､おおよそ次

のように記述されている。

一般に「生活言語能力」は1～2年で習得できると言われていますが、 「学習言語能力」の

習得は5～7年かかると言われています。

また、資料Aでは、 「言語能力」ではなく、 「｢生活言語」はl～2年で習得できる｣、 「『学

習言語｣の習得は5～7年かかる」との記述になっており(2.2資料A)､前項で検討した通り、

単語レベルの語彙の理解力を中心とした習得年数であると理解されている可能性もある。

では、これらの習得年数の説明は、何を根拠として示されているのであろうか。

文部科学省(2014)の｢外国人児童生徒のためのJSL7対話型アセスメントDLA8｣の｢理論編」

には､｢外国人児童生徒の言語能力観｣として､カナダのカミンズ(2006)の講演資料に基づき、

子どもたちの言語能力を3つの側面から把握した解説が記載されている。ここで、 「日常的

な学校生活に必要な会話力で獲得に普通1～2年必要とされるもの(会話の流暢度)」と､｢学

年相当レベルに達するのに5年以上必要とされる能力（教科学習言語能力)」 （文部科学省

2014,pp.3-4)の説明があることから、カミンズの理論が参照されているものと推測される。

3.カミンズによる言語能力の捉え方-CF、DLS，ALP

カミンズの初期の理論では、言語能力を2つの側面から捉えている。一つは、 「basic

interpersonalcommunicativeskills(BICS)｣で､もう一つは､｢cognitive/academiclanguagepro6ciency

(CALP)」である(Cumminsl980)。 「BICS｣、 「CALP｣の定まった邦訳はない。 「BICS」は､対

人関係における基本的なコミュニケーションのスキルで、 「CALP」は、教科学習に必要な認

知・教科学習言語能力であり、メタ言語としてのリテラシーと関連する力である(Cummins

1980、中島2011)。 「BICS｣、 「CALP」の概念は、カナダのトロント教育局による移住者児童
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生徒の大規模調査データを再分析した結果得られたものであるが、二項対立が誤解を生み

やすいということで、その後カミンズ自身によって修正が加えられている（中島2011)。特

に、第二言語では、対人関係における基本的なコミュニケーションにおいても、第一言語の

場合よりもはるかに認知力が必要とされるため、 「BICS｣、 「CALP」の明確な区別はできな

l,､(Cumminsl980)。

したがって、文部科学省(2014)の『外国人児童生徒のためのJSL対話型アセスメント

DLA｣で引用されているカミンズ(2006)では、 「BICS」と「CALP」を整理し直した3つの側

面から捉えることの必要性が示されている。3つの側面とは、 「conversationalHuency(CF) :

会話の流暢度｣または｢BICS｣、 「discretelanguageSkills(DLS) :弁別的言語能力｣、 「academic

languageproficiency(ALP) :学習言語能力9｣である。

「DLS」は、個別に測ることのできる言語技能で、音と文字との関係の認識､語彙､文法規

則の理解などである(CumminS2001、カミンズ2006、文部科学省2014)。この側面は、初期

の理論では「CALP」の一部に組み込まれていた。しかし、習得にかかる時間が比較的短時間

であることや、アメリカでの教育政策、実践、評価において、 「DLS」の育成が中心で｢ALP」

の一部である大事な読解力や読解ストラテジーの育成に焦点が当てられていなかったこと

が、カミンズが概念区分を変更した理由の一つである（中島2011)。

「ALP」は、複雑な話し言葉と書き言葉を理解し、かつ、産出する力を指し、教科学習では、

言語的にも概念的にも高度な文章を理解し、かつ、その言語を使って自分で書くことも求め

られる(Cu面mins2001、カミンズ2006､文部科学省2014､下線は筆者)。

言語能力のこれら3つの側面は､切り分けられる能力ではない。しかし、前節に示した自

治体の資料では、 「生活言語能力・生活言語」と「学習言語能力・学習言語｣が二項対立的に

捉えられており、「学習言語能力･学習言語｣が語彙力を中心として理解されている点、また、

｢生活言語能力・生活言語｣の習得を経た後に「学習言語能力・学習言語｣の学習へという習

得の順序として理解されている点において、カミンズの理論が示す言語能力の概念とは異

なる捉え方がなされている。

Cunnnins(2001)は、文字そのものはすらすらと読めても、その意味するところを理解でき

ていない可能性がある児童生徒(ネイティブスピーカーも含む)に言及し10､｢(Asdiscussedin

Chapters4and5, )thedevelopmentofreadingcomprehensionabilityinthecontentareasrequires

velydifrerentfbnnsofinstructionthanthefbnnsthataresuccessfillinteachingdiscretelanguage

skills.」と述べている(CumminS2001､p.66、下線は筆者)。すなわち、子どもの言語能力の

｢ALP｣の側面を伸ばすためには、語彙や文法を教科学習の文脈から切り離して教える指導

とは異なる方法が求められる。
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例えば、アメリカにおける大規模縦断調査の結果では、学習の初期段階において通常学級

とは分離した補修的プログラム(remedialprograms)に参加していた子どもは、通常学級での

学習に参加してからも学年相当の学力達成が困難であり、学力差はその後も継続または拡

大していたことが示されている(Thomas&Collier2002)。

中島(2010, 2011)は、日本の外国人児童生徒等教育の現状について、初期日本語指導と

いう狭い領域に支援が集中していること、学級とは別の場所での取り出し授業によって日

本語指導が行われているため日本人児童生徒との自然交流が少ないこと、またその必要性

が認識されていないこと等を問題点として挙げ､前述したアメリカの状況と同じ問題を抱

えていることを指摘している。そして、 「ALP」に焦点を当てた長期的なリテラシーの育成

が必要であり、そのためには、知的な協働作業を通して日本人の子どもとの意味のある交流

が必要であると主張している。日本の学校教育現場においては、外国人児童生徒等の言語能

力観の捉え直しと、指導方法の再検討が必要であるといえるだろう。

次節では、海外の事例から、今後、日本の学校教育で求められる指導体制と指導方法につ

いて考察する。

4．言語能力観と指導方法の再検討

教科学習を通してこそ言語の習得もなされるという捉え方は、 「個々に違いを持ったすべ

ての子どもたちが、同じ学習内容に対して平等に公平に学習へのアクセスと機会をそれぞ

れに最適な方法で得ることができる（ホール他2018,pp.17-18.)」ように教育活動をデザイン

する、UDL(universaldesignfbrlearning)皿の研究においても強調されている。例えば、Tbrres

&Rao(2019)は、 「Languageismosteflbctivelyandefficientlydevelopedthroughcontent-based

instruction,insteadofthroughisolatedlanguagelessonsandclasses.(Tbrres&Rao2019,p.ll)」と

述べている。すなわち、教科学習と切り離された言語指導ではなく、学級での教科学習に参

加して学ぶことこそが､言語習得にも効果的かつ効率的だという考え方である。

例えば、カナダのアルバータ州政府が発行している学校管理職向けの資料(全4頁)では、

指導の対象となる児童生徒に関する説明の中で､次のように記述されている。

Englishlanguageleamers:

･requireEnglishlanguageinstructionandsupportstoparticipatefilllyintheleamingexperience

providedinAlbertaschools(英語学習者は、アルバータ州の学校で提供される学習体験に十

~全に参加するために、英語の指導とサポートが必要です｡）

(AlbertaGovemment2014,p.l 一部抜粋､邦訳と下線は筆者）
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日本の、 「学年相当の学習言語が不足し、学習活動への参加に支障が生じており、日本語

指導が必要(文部科学省2020a)」との説明と、それを参照して作成された自治体の資料A～

Eでは、一定の言語学習を経てから学習活動への参加が可能になるという捉え方がなされて

いるのに対し、アルバータ州では、学校教育での学習に十全に参加することが前提となって

おり、そのためには、言語指導とサポートが必要だという捉え方である。

アルバータ州の資料では､対象となる児童生徒の説明の後で､まず第1頁に､「リテラシー」

とは何かについて説明がなされている。

Literacyis･･･
も。 ”

acquiring,creating,connectingandcommunicatingmeamnginawidevarietyofcontexts.

(リテラシーとは、多種多様なコンテキストにおいて意味を獲得し、生成し、接続し、伝達す

ることです｡） (AlbertaGovemment2014,p.1、邦訳と下線は筆者）

また、サポートの方法については、次のように記されている。

Englishlanguagelearnersinelementaryandjuniorhighschoolsaregenerallyplacedinage-

appmpriateclassroomswiththeirpeersandalsoreceiveadditional languageandcontentinstruction

withintheclassroomcontext. (小中学校の英語学習者は､通常、同級生と一緒に年齢に適した学

級に配置され､学級の文脈のなかで追加的に言語と教科内容の指導を受けます｡)

(AlbertaGovemment2014,p.2､一部抜粋､邦訳と下線は筆者）

日本の現状との重要な相違点は、 「同級生と一緒に」 「学級の文脈のなかで｣、言語も、教

科内容も学ぶという点である。

このような､言語指導と教科指導を統合した指導方法について､次のように書かれている。

Integratinglanguageandcontent(言語と教科の統合）

Thekeyobjectiveofteachinglanguagethroughcontent istohelpstudentscomprehendand

demonstrateunderstandingacrossavarietyoftopics,tasksandsimationinallsubjectareas.

Whenteachersintegrateexplicitlanguageinstructionintheircontentlessons,Englishlanguage

learnersgainacademicknowledgeandcognitiveacademiclanguageproficiencysimultaneously. (教

科を通して言語を教えることの重要な目的は、児童生徒がすべての教科領域のさまざまなト

ビックやタスクや状況を理解し､発表するのを支援することです｡教師が明示的な言語指導

を教科指導のなかで統合すれば､英語学習者は教科の知識と、認知・教科学習言語能力を同

(AlbertaGovemment2014,p.3,邦訳と下線は筆者）時に習得します｡）
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上記の通り、この資料では｢coglitive/academiclanguagepro6ciency(CALP)」に言及してお

り、ここに示された指導方法はカミンズの理論に合致している。さらに、具体的な指導のス

トラテジーとして、子ども同士のcooperativelearning(協同学習12)について以下のように説

明されている。

Organizingstrucmredcooperativelearning(構造化された協同学習を組織する）

Sn･ucmredcooperativelearninghelpsEnglishlanguageleamers:

･developpositiveinterdependence, leaming廿omthelanguagemodelsandgroupskillsoftheirpeer

group

~demonstrateknowledgeoftheirculmreandtheirownareasofexpemse
･bene6tfiomthenamralrecyclingoflanguageandcontentthatiscreatedbyaskingandanswering

questionsandbyworkingtogethertosolveproblems

（構造化された協同学習は、英語学習者が、

･仲間のグループの言語モデルとグループスキルから学び､前向きな相互依存関係を育むこと

･彼らの文化と彼ら自身の得意な分野についての知識を示すこと

･質問をしたり、質問に答えたり、協力して問題を解決したりすることで作り出される言語

や教科内容の自然な循環の恩恵を受けることを支援します｡)

(AlbertaGovemment2014,p.3,邦訳と下線は筆者）

すなわち、学級の授業で子どもの教科の知識と認知・教科学習言語能力を同時に伸ばす

ためには、教師が､子どもたち同士の学び合いが活発に行われるような授業内容や活動形態

を計画する必要がある。

日本においては、第2節で示した資料A～Eでは、指導体制として、主に日本語指導担当

教員が学級とは別の教室で個別の日本語指導を行うことが前提となっているが、これに対

し、資料Fでは、 「日本語指導が必要な児童生徒」について、先述した文部科学省の定義の

表現を以下のように書き直した上で、 「日本語指導は､全ての教職員で協力して行」うこと、

｢在籍学級で授業を受ける場合、どの授業でも「日本語指導」を意識する必要」があると記載

されている。
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資料F

日本語指導が必要な児童生徒とは

・日本語で日常会話をすることが難しい児童生徒

日常会話はできているが､学習場面で使われる学年相当の言語の習得ができていないため、

授業(学習活動)への参加が難しい児童生徒

(日本語指導が必要な児童生徒は日本国籍の児童生徒も含まれます）

(下線は原文ママ）

資料F

日本語指導はだれがするの？

･日本語指導は、全ての教職員で協力して行います。

．また､在籍学級で授業を受ける場合､どの授業でも「日本語指導｣を意識する必要があります。

（一部抜粋、下線は原文ママ）

本稿で取り上げた資料A～Eに関して、なぜ、同じ用語を使いながらその解釈が少しず

つ異なっているのか、なぜ､資料Fでは他の資料とは異なる説明がなされているのかは明ら

かではない。文部科学省の指導対象者の説明において用いられている「学習言語」とは何か

についての議論と、理論的根拠の確認が必要である。その上で､教科の知識と認知・教科学

習言語能力を同時に伸ばすための指導体制と指導方法の実証的データの蓄積が求められる。

5．おわりに

本稿では、文部科学省および地方自治体の教育委員会が作成した資料の記述から、外国人

児童生徒等の言語能力がどのように捉えられているのかを検討した。その結果、 「生活言語

能力」と「学習言語能力｣、あるいは、 「生活言語」と「学習言語」という二項対立的な捉え方

がなされ、 「生活言語」を習得した後に「学習言語」を習得し、それらの力が十分に備わって

から学級での教科学習に参加するという支援の流れや参考教材が示されていることがわ

かった。

しかし、これらの日本の資料が依拠して｢学習言語能力」あるいは｢学習言語」として用い

ていると思われるカミンズの理論における「cognitive/academiclanguageproficiency(CALP)」

もしくは｢academiclanguageproficiency(ALP)」は、教科学習を通して習得されるリテラシー

で､学級での学習や同級生との学び合いと切り離された環境で習得されるものではない。

アメリカの経験を踏まえ、教科学習のリテラシー向上の観点から、日本語を学習する児童

生徒と日本語母語話者とを分けない言語指導アプローチの検討も提案されており（バトラー
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後藤2009, 2019)、既に太田(2005)が指摘しているように、ユニバーサル・デザインの考え

方に基づいた｢すべての子どもが『意味のある学習」に参画できること（太田2005,p.75)」と、

そのための指導体制を構築する方向性への転換が求められる。

日本においても、外国人児童生徒等の言語習得には、学級の児童生徒との交流促進が重要

であるとの観点から作成された教材がいくつかある(池上他2009､静岡市教育委員会学校教

育課2009､矢崎2012)。今後の課題は、外国人児童生徒等の在籍学級における実践事例を調

査し、指導方法との関連で子どもたちの学び合いの実態を明らかにすることである。

付記

本研究は、 JSPS科研費18KO2573(研究代表者：古川敦子)、 JSPS科研費19K02404(研究代

表者：小池亜子)の助成を受けたものです。

注

l 文部科学省では日本国籍者も含む「日本語指導が必要」とされる児童生徒を総称して｢外国人児童堆

徒等」と呼んでいる（文部科学省2020b)。

2法務省が告示をもって定める日本語教育機関等の教員要件（出入国在留管理庁「日本語教育機関の

告示基準｣第1条第1項第13号)を満たす者(文部科学省2020b)。

3特別免許状､特別非常勤講師制度の活用の検討が示されている(文部科学省2020b)。

4初期指導とは､外国人児童生徒等が日本での生活を始めて間もない｢来日2か月程度の時期(初期段

階） （文部科学省2019,p.35)」に行われる日本語指導や学校への適応指導を指すことが多いが､文部

科学省による定義はなされていない(小池・古川2020)。

5筆者が文部科学省に問い合わせたところ、同省が著作物などで使用している「学習言語能力」 「生活

言語能力」などの用語については、特別な学術研究を経た上で使用しているものではなく、様々な

研究者の研究内容や学校現場などで使用されている一般的な用語としての捉えで使用しているとの

回答であった(2020年10月23日受信Eメール)。

6 47都道府県の教育委員会が作成または作成に協力した資料のうち､2020年10月現在､インターネッ

ト上に全文が公開され入手可能なものは、管見の限り10件である。また、市区町村で作成された資

料もある。

7 Japaneseasasecondlanguage

8 dialogiclanguageassessment

9 academiclanguageproficiency(ALP)は、カミンズ(2006)では｢学習言語能力｣、文部科学省(2014)で

は｢教科学習言語能力」と訳されている。

10 ｢ELL(andnative-speaking)smdentswhocan"read"EnglishHuentlymayhaveonlyaverylimitedunder-

standingofthewordstheycandecode.(Cummins2001,p.66)｣ELLは､Englishlanguageleamersを指す。

11 UDLは､学習目標､評価､教材､指導方法をすべての学習者に配慮してデザインするもので､学級

での教科授業におけるサポートの仕方を示したガイドラインがある(CAST2011)。

12 「協調学習｣、 「協働学習｣などの訳語もある。
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＜第2節および第4節で用いた資料＞

(50音順。文中のA～F順とは異なる。いずれも最終閲覧日は2020年10月29日｡）
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